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[概要]  

我が国においては、安全保障における宇宙空間の重要性や経済社会の宇宙システムへの

依存度の高まり、諸外国や民間の宇宙活動の活発化、昨今の宇宙を巡る環境変化を踏まえ、

我が国の宇宙基本計画が5年ぶりに改訂された。 

関連省庁等においては、持続可能な開発目標（SDGs）、Society5.0、国土強靭化、地方創生

等に係る各種政策が打ち出され、気候変動リスク対応、社会資本の老朽化対策、災害等から

の迅速な復旧・復興等安心・安全な国土・地域・経済社会の構築や地方経済活性化に関する具

体策作り等を目指している。 

国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）においては、第4期中長期計画（7年間）

に基づく業務の３年目が実施された。 

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）（2009年度打上げ）や水循環変動観測衛星「しずく」

（GCOM-W）（2012年度打上げ）、陸域観測技術衛星2号「だいち2号」（ALOS-2）（2014年度打上

げ）が、後期運用期間に入っている現在も、順調に運用されている。また、気候変動観測衛星

「しきさい」（GCOM-C）、高性能小型レーダ衛星（ASNARO-2）（ともに2017年度打上げ）、温室

効果ガス観測技術衛星2号（GOSAT-2）（2018年度打上げ）等についても、順調に運用されてお

り、観測データの利用が進んでいる。さらに、準天頂衛星システム「みちびき」（QZSS）（2010年

度1機打上げ、2017年度3機打上げ）の4機体制による衛星測位サービスが開始されている。 

これら衛星の後継機については、宇宙基本計画工程表（2020年12月改訂）において、先進光

学衛星（ALOS-3）の2021年度打上げ及び先進レーダ衛星（ALOS-4）の2022年度打ち上げ、ま

た、それら後継機の2027年、2028年の打ち上げ、温室効果ガス・水循環観測技術衛星

（GOSAT-GW）の2023年度打上げが明記されている。 

 

ここまで述べてきたように、安全保障における宇宙利用がより一層加速され、政府衛星デー

タのオープン＆フリー化についても利用環境整備が進み、画像データ販売からソリューションサ

ービスや付加価値製品提供という衛星データビジネスの構造変化が進んでいる。 

そうした流れの一方で、2020年初めから世界的に猛威を振るった新型コロナウイルス感染症

のため、政府から2度の緊急事態宣言が発出された。政府等から示された方針に基づいた感染

症対策をとりつつ、並行して経済活動を継続するため、社会環境が大きく変化している。 

 

このように外的環境が大きく変わる中、一般財団法人リモート・センシング技術センター（以下、

「財団」という。）は、新たに策定した2020年度からの中長期事業計画に基づき、リモートセンシ

ング技術の社会インフラとしての定常的な利用を進めるため、ソリューションサービス・製品提

供の拡大並びに重点分野及び安全保障、安心・安全等の新たな分野への展開に積極的に取り

組んできた。 

2020 年度においては、JAXA 地球観測業務(解析、ミッション運用)による基盤収益事業及び、

民間事業者との連携による政府の利用実証業務による収益の拡大、また「全世界デジタル３D

地図（AW3D）」等の配布拡大等により、事業収益を拡大することができた。一方で、「地表面変

位計測サービス」、「農業ファイナンス向け衛星情報サービス for インデックス保険」、「沿岸環境

情報サービス（CMOBAH）」などのソリューションサービス提供について、民間事業者等との協業

関係構築を進め事業の拡大を図る等、将来の収益基盤を構築しつつある。 

さらに、ソリューション提供事業拡大に向けた組織体制基盤の強化を一層進め、新たなソリュ

ーションサービスや製品の企画立案、技術開発戦略ロードマップに基づく知的財産の取得及び
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蓄積を行うとともに、JAXA に加え、文部科学省や環境省、農林水産省、地方公共団体等の官

公庁・機関等の方針の実現に資する業務の提案及び実施、民間に対する建設、インフラを中心

とした提案及び実施等の事業展開を積極的に進めた。 

これら取り組みにより、2019 年度に比して収益を拡大するとともに、財団全体の黒字化を継続

して実現した。 

 

年度当初に定めた経営方針の達成結果は以下のとおり。 

 

(1) 持続的かつ健全で成長性のある事業基盤の確立へ向け、対象事業領域と当該領域での

顧客ニーズを明確化し、新たなソリューションサービス・製品提供等の立ち上げを目指した

ソリューション戦略を策定した。 

また、地球環境情報プラットフォームの利用推進に係る社会実装（DIAS））等の調査事業

や国際協力事業、政府・地方公共団体の進めるリモートセンシング利用に向けた実証事

業等の施策に参画することで、我が国の宇宙政策や持続可能な開発目標（SDGｓ）や

Society5.0 等の施策実現に向けた取り組みに貢献した。 

(2) 安全保障、安心・安全等分野における業務の定着・拡大を進めるため、セキュリティ事業

部を新設し、業務獲得に向けて取り組んだ。 

(3) 技術戦略・技術開発ロードマップを策定し、ソリューション戦略の対象分野におけるソリュ

ーションサービス・製品提供等の立ち上げに必要な技術の確実な獲得、事業の拡大の礎

となる基盤・要素技術の涵養を図った。特に、深層学習を用いたモジュール作成など、AI

等の新たな技術を用いたソリューションサービス・製品の研究開発を継続し、実証業務等

への活用を行った。 

(4) JAXA 研究開発のアウトカム実現を目指し、JAXA 業務で得られた知見や成果等を活用し

たリモートセンシング技術の社会実装として、ソリューションサービス・製品提供の拡大に

向けた研究開発や実証実験等業務を実施した。 

(5) 国内外の民間企業や関係機関等とのさらなる連携を図り、小型衛星サービス事業者等と

のサービス開発や、比企地域等の地方公共団体への協力を通し、新たな領域での共同研

究や協業等の取組みを一層拡大した。 

(6) 2018 年度に策定した将来に向けた職員の採用・人材育成等に係る人材戦略に基づき、計

画的な人材確保(採用)、育成及び挑戦的な取組を含んだ目標設定とその評価を進めた。

新型コロナウイルス感染症対策を始めとする社会環境の変化に対応するため、新たな働

き方の検討を進め、在宅勤務制度の導入等を行った。 
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Ⅰ．事業 

 

１．ソリューション提供事業 

国の重要施策等の把握やマーケティングを通じ、政府機関や地方公共団体、民間企業からの

受注拡大に取り組むとともに、重点分野を中心としたソリューションサービス・製品提供及び安全

保障分野、安心・安全に係る業務の拡大を図った。 

将来の収益基盤となるソリューションサービスの拡大、創出のため、社外においては、小型衛

星事業者へのコンサルティングや、「東松山市」「鳩山町」「小松市」との協定締結等、民間企業等

との協業・協力体制の強化、構築を進めた。また、ALOS-2 データ等画像データの提供とともに、

解析技術の更なる充実を図り、「全世界デジタル 3D 地図（AW3D）」等付加価値製品の提供拡充

を行った。 

加えて、農業や沿岸情報等のソリューションサービス・製品提供へ向け、価格設定を含むサー

ビス展開の整備を行い、「地表面変位計測サービス（RISE）」に加え、「農業ファイナンス向け衛星

情報サービス for インデックス保険」及び「沿岸環境情報サービス（CMOBAH）」の事業規模拡大に

むけた活動を行った。 

 

(a) 受託業務 

① JAXA/EORC における利用・応用研究、高次プロダクト開発及び各種データセットの作成 

（対象衛星：ALOS/ALOS-2、先進光学衛星、先進レーダ衛星、GOSAT/GOSAT-2、GCOM

－W/GCOM-C 等） 

・「地球観測データ解析研究業務支援」 

 

② 衛星画像に関する情報等提供 

・「停電復旧見通しの精緻化・情報共有システム等整備事業」 

・「スマート農業における水稲収量予測の高度化のための実証調査」 

・「宇宙データソリューション開発支援事業」 

・「データ販売に関わるコンサルティング」  等 

 

(b) 自主業務 

① 国内外の衛星データ等による各種情報や付加価値サービスの提供 

・国内データ提供（提供数約 5,679 シーン：ALOS、ALOS-2 データ含む） 

・海外データ提供（提供数約 463 シーン）  

・その他データ提供（提供数約 739 シーン：グラフィック素材用衛星写真 等） 

・「全世界デジタル 3D 地図（AW3D）」 

・「地表面変位計測サービス（RISE）」   

・「農業ファイナンス向け衛星情報サービス for インデックス保険」 

・「沿岸環境情報サービス（CMOBAH）」 等 

 

② ソリューション提供活動 

・展示会出展２回（国内 0 回、海外オンライン出展２回）  

・販売代理店構築 

・国内外機関への技術営業 
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・マーケティング及び案件管理  等 

 

 

２．研究開発事業 

技術戦略や技術開発ロードマップに基づき、財団研究開発に加え、受託業務等も積極的に活

用し、技術開発の効率化を図るとともに、財団の新たな事業の柱となるソリューションサービス・製

品提供の立ち上げに必要となる技術の創出を図り、知的財産等を蓄積した。 

また、空間基盤、農業、海洋、防災、森林分野における実証やプロダクトの開発等を行うととも

に、小型衛星や UAV 等の観測データの解析業務等の受託業務を継続して実施した。特に、AI 等

の新たな技術については、国立研究開発法人産業技術総合研究所等との協力による早期導入

を図るとともに、小型衛星については、小型衛星サービス事業者と共同でサービス開発を行うな

どの新たなソリューションサービス・製品のための研究開発を行い、利用実証業務等への活用を

図った。 

UAV の活用においては、データ処理技術の社内共有を進め、財団の利用能力向上を図った。 

 

(a) 受託業務 

① 国内及び海外地域における防災に関する技術研究及び実証実験 

・「地球観測衛星を用いた防災業務支援（防災利用実証実験）」 

・「埼玉県の災害対策・環境・土地活用における AI 利用支援システムの開発」  

・「災害廃棄物発生量の推計精度向上業務に係る調査資料作成」  等 

 

② 国内外における空間基盤、農業、海洋、森林等技術研究及び実証実験 

・「営農支援業務」 

・「環日本海海洋環境ウォッチシステム保守・更新」  

・「森林変化検出データの解析支援」等 

 

(b） 自主業務 

① 財団研究開発（重点化：2 件、基盤：9 件、萌芽：2 件） 

 ・既存サービスの拡大に向けた研究開発 

 ・新規サービス・製品の企画立案に向けた研究開発 

     ・業務効率化のための研究開発  等 

 

② 特許等 

・「キャッピングシートの破損注意箇所検出装置、キャッピングシートの破損注意箇所検出

方法、コンピュータプログラム」（特許登録） 

 

③ 学会への発表活動 

・「成果等発表活動」 

（国内学会 14 件、国際学会 15 件、論文投稿件数(主著) 3 件 (共著) 5 件） 
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３．人材養成事業 

地球観測衛星データ利用の能力向上に寄与するため、ユーザの課題に応じた研修を実施する

ことで、ユーザ別の技術・利用ニーズに応じた研修を引き続き実施した。国内においても、一般向

けリモートセンシング技術研修を実施し、衛星データの利用拡大に取り組んだ。 

これら活動を通じて、国内外の研修生とのネットワークを構築し、ニーズや技術に関する情報を

収集、活用することで、新たな案件形成活動を行い AW3D 等のデータ提供や新規ソリューション事

業の拡大を図った。 

併せて、リモートセンシング技術利用の裾野拡大に向けた新たなプログラムとして、オンライン

講座や e-Learninng 等の時代に合わせたメニューを構築し、新型コロナウイルス感染症対策のみ

ならず、遠距離の受講者獲得などの活動を行った。 

 

(a) 受託業務 

① 発展途上国、新興国に対するリモートセンシングデータ解析技術研修 

・「日本・アジア青少年サイエンス交流事業（さくらサイエンスプラン)」<9 カ国 15 名>  

・「森林ガバナンス改善イニシアティブ：熱帯林監視システムを活用した熱帯雨林保全」 

<4 カ国 5 名>  

・「衛星情報の活用による災害・気候変動対策事業のためのパッケージ 1 衛星一号機、

地上設備及び人材育成」 等 

 

② 国内に対するリモートセンシングデータ利用技術研修 

・「オープン＆フリー衛星データプラットフォーム（Tellus）利用促進に係るコンテスト開催支

援」 

・オンサイト・オンデマンド研修 等 

 

(b） 自主業務 

① 国内一般利用者へのリモートセンシング技術研修 

・対面講座〈6 講座 15 回実施、138 名受講〉 

・e-learning〈14 科目販売、238 名受講〉 

 

② 他機関から依頼によるリモートセンシング技術研修の実施 

・「画像処理研修」 等 

 

③ キャパシティビルディング案件形成活動 
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４．シンクタンク事業 

SDGｓ等地球環境保全に係る国内外の取り組みに対応するため、地球観測、気候変動関連の

ユーザコミュニティ等との連携、協力を図るとともに、新たな分野へのリモートセンシング技術の普

及を図るために、地球環境情報プラットフォームの利用推進に係る社会実装（DIAS）等に引き続き

取り組んだ。また、我が国の今後の地球観測衛星の在り方等に係る調査分析業務や地方公共団

体における衛星利用調査等、政府の施策検討に資する業務を実施した。 

上記業務を通じて得られた国内外の動向、技術情報、人的ネットワーク等は財団内で集約し、

将来の財団事業の推進に活用できるようにした。 

加えて、リモートセンシング技術及び政策等に係る動向の自主的な調査・分析を行った。 

 

(a) 受託業務 

① 地球環境情報プラットフォームの運営に係る業務 

・「地球環境情報プラットフォーム構築推進プログラム(DIAS)」 

 

② 宇宙機関関連会合の事務局運営、展示支援業務 

・「アジア・オセアニア地球観測に関する政府間会合（AOGEO)会議開催支援」 

・「地球観測衛星による国際災害対応 事務局運営における技術支援」 

 

③ 地球観測衛星及びセンサの動向並びに新たなミッション企画に係る調査業務 

・「太平洋島しょ国における適応計画策定に関する支援業務」 

・「測位衛星等の衛星データ利活用によるＩＣＴ産業の国際競争力強化に向けた調査研究

支援」  

・「センシング技術の利用に係る調査業務」 

 

(b) 自主業務 

① リモートセンシングに関する利用及び技術の動向調査 等 

・「リモートセンシングに関する利用及び技術動向調査」 

(2020 年 4～2021 年 3 月まで毎月 2 回計 970 件)  
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５．衛星観測運用事業 

JAXA や民間企業からの請負業務として、ミッション運用業務に加え、GCOM-W、GPM、GOSAT、

GCOM-C、GOSAT-2 の校正検証及び ALOS-2 の運用業務を着実に行った。また、データ品質や

精度向上とともに、これら解析利用システムの運用を確実に実施し、地球観測センター（EOC）に

おいては、全体管理に係る運営業務を担った。併せて、2021 年度打ち上げ予定の先進光学衛星

（ALOS-3）、2022 年度打ち上げ予定の先進レーダ衛星（ALOS-4）における地上システム運用準

備等を進めた。 

 

(a） 受託業務 

① 地球観測衛星ミッション運用及び ALOS‐2 運用等 

・「地球観測衛星のミッション運用業務」 

・「ALOS-2 及び ALOS 運用業務に係る支援」 

 

② ALOS-2、GOSAT、GOSAT-2、GCOM-W、GCOM-C、GPM 主衛星等の校正検証及び先

進光学衛星、先進レーダ衛星の校正検証準備等 

・「地球観測研究データ解析プログラムの開発及び維持支援」 

・「衛星 SAR システム校正・検証ツールライセンス」 

 

③ EORC における各分野の研究者等サポートデスクに関する業務 

・「地球観測研究センター(EORC) ホームページ、コンテンツ及び機材の管理  

(サポートデスク)」 

 

④ EOC における全体管理に係る運営業務 

・「地球観測センター運営業務」 
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６．普及・広報事業（普及啓発） 

効率的・効果的な広報を行うため、広報戦略に基づき、ホームページ及び広報誌等を通じてリ

モートセンシング技術の普及や社会実装拡大のための活動を実施した。ホームページについて

は、国内外において事業内容のさらなる浸透を図るため全面リニューアルを行った。新型コロナウ

イルス感染症の拡大に伴い、世界的に経済活動が低下したことで、2019 年度に比べアクセス数

は伸び悩んだものの、タブレットなどマルチデバイスへ対応した利便性の高いページとなった。ま

た、RESTEC News 等の媒体等を通じて、地球観測衛星及びリモートセンシング情報、地球観測等

関連情報を国内外に積極的に発信し、普及・広報活動を充実させた。さらに、Facebook による情

報拡散の他、科学館等や他のメディアとの協業によるリモートセンシング普及のための活動を積

極的に行い、財団及びリモートセンシング技術の知名度向上の効果を上げた。 

 

①  財団ホームページにおける地球観測情報の充実 

（アクセス数：国内 147,390 件、海外 16,550 件） 

 

②  RESTEC News の発行（4 回発行、各 500 部発行及び配布、ホームページ掲載） 
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Ⅱ．運営 

 

１．組織体制 

ソリューション提供事業拡大に向け、事業の効率的な実施を目的とし、以下の組織体制をもっ

て業務を進めた。 

 

（１）組織図 

  
  

情 報 基 盤 技 術 課

セ キ ュ リ テ ィ 事 業 部

利用技術グループ

社会インフラグループ

環境解析グループ

システム開発グループ

研 究 開 発 部

鳩 山 事 業 所

つ く ば 事 業 所

ALOS系解析研究グループ

地球環境系解析研究グループ

ミッション運用グループ

ソリューション事業第 二部

調 査 普 及 課

事 業 開 拓 課

AW3D 推 進 課

経 営 企 画 部

企 画 課

業 務 課

監 査 室

事 業 戦 略 課

ソリューション事業第 一部

総 務 部

総 務 課

人 事 課

経 理 課

広 報 課

衛 星 情 報 技 術 課

セキュリティ 技 術 課
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（２）人員 

2021 年 3 月 31 日現在の人員構成は以下のとおり。 

財団役職員 出向職員 派遣等職員 計 

162 人 7 人 87 人    256 人 

 

 

２．理事会等の開催 

（１）理事会の開催 

・第 39 回定例理事会  2020 年 6 月 5 日 

・第 40 回臨時理事会  2020 年 6 月 23 日 

・第 41 回臨時理事会  2020 年 9 月 11 日 

・第 42 回臨時理事会  2020 年 12 月 11 日 

・第 43 回定例理事会  2021 年 3 月 17 日 

 

（２）評議員会の開催 

・第 10 回定時評議員会 2020 年 6 月 23 日 

 

 

３．賛助会員 

2021 年 3 月 31 日現在の賛助会員数は 32 社。 

 

 

４．関係機関との連携 

（１）台湾国立中央大学（NCU）との協力 

サマーインターンシップ及び日台リモセン WS については、新型コロナウイルス感染症対策の

ため延期した。 

 

（２）RESTEC フォーラムの開催 

2020 年度はこれまでの技術成果報告会を「RESTEC フォーラム」と改称し、またコロナ禍にお

ける開催方式を見直し、オンラインで実施することで、財団の技術力やソリューション提供の取り

組みを広くアピールした。 

・RESTEC フォーラム 2020  2020 年 11 月 19 日（Zoom Webiner で開催 約 240 名参加） 

 

  

 

５．業務の効率化等 

新型コロナウイルス感染症の世界的な流行をきっかけに、財団内外の環境が大きく変化した。

こうした社会環境の変化に対応し、事業活動の継続・拡大を進めていくため、多様で柔軟な働き

方の実現に向けた労働環境の改善や労働生産性の向上に向けた取組等、包括的・全社的な働

き方改革に係る検討を進め、その一環として在宅勤務制度の導入や本社のレイアウト変更等を

行った。 
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また、会計等管理系システムに関して、長年運用したスクラッチ開発システムから市販サービス

へと切り替えることにより、情報の統合や事業進捗の可視化・共有を、導入・運用コストを低減し

つつ実現するための運用準備を行った。 

人材戦略に基づき、将来の財団事業を担う人材の採用、育成等を的確に実施した。また、目標

設定と評価にあたっては、挑戦的な取り組みをより重視する仕組みを盛り込んだ。 

受託業務以外の財団が独自に行うソリューションサービス・製品提供を実現するために、それ

らサービス等の質の管理方法やその実施体制を整理し、品質管理を強化した。国の入札等にお

いて、加点となる認定条件を引き続き維持した。 

さらに、引き続き、安全管理体制の維持を図るとともに、品質管理に関する国際規格 ISO9001

に準拠した品質マネジメントシステム（QMS）、国際規格 ISO/IEC27001 に準拠した情報セキュリテ

ィマネジメントシステム（ISMS）、及び国際規格 ISO14001 に準拠した環境マネジメントシステム

（EMS）の認証を維持した。 
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附属明細書 

 

 事業報告の内容を補足する重要な事項は特にありません。 

 

 

 

以上 
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